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第 1 章 序論 
近年、パワーショベルやバックホー等の建設用機械を使用した工事の際、掘削時に地下
に埋設された電話線や光ケーブル、ガス管や水道管等のライフラインを破損するといった
地下埋設物破損事故が後を絶たない。このような事故は事故現場付近の住民へ重大な被害
を及ぼし、また、施工業者は指名停止扱いとなるなど、社会的な問題が大きい。 
地下埋設物破損事故の対策として現在行われている方法は大きく分けて二つ存在する。
一つ目は埋設図面の利用である。埋設図面とは地下に埋設されているケーブルや配管の位
置を図面で表したものである。この図面を利用し予め埋設物の位置推定を行う。二つ目は
探査機による事前の調査である。これは地中レーダ探査や電磁誘導探査等の地表面上から
の探査を事前に行うというものである。しかし、埋設図面を利用する際、近年埋設された
ものであればある程度回避可能であるが、図面の残っていない古い埋設物や、敷地内の工
事等では、事前の探査に頼らざるを得ない。また、探査機による調査においても、地中レ
ーダ探査では精度は高いが高価であるためなかなか使用することができず、電磁誘導探査
では位置推定自体は可能であるが精度としてはまだ十分とは言えない。また、位置推定が
できているにも関わらず作業員の不注意或いは操作ミスによって事故が発生したという例
も多い。そこで、より安全に工事を行える方法として本論文では「掘削時前方探査のため
のバケット一体型地中レーダシステム」を提案する。 
 本システムの概要を簡単に説明する。まずはパワーショベル等の土を掘り返すバケット
と呼ばれる部分に地中用アンテナを一体化させる。そして一体化させたバケットを用いて
地面を掘り起こす際、アンテナの探査範囲内に埋設物の存在を確認次第、バケットを強制
停止させることで事故を未然に防ぐというものである。このシステムが利用できるように
なれば、作業員の不注意及び操作ミスが原因で起こる事故件数を大幅に減らすことができ
ると考えられる。 
 本論文の目的は大きく分けて 3 つ存在する。1 つ目はレーダシステムに使用する地中用ア
ンテナの設計指針を得ることにある。アンテナに要求される条件を簡単に挙げる。第一に、
広帯域ということである。バケットの形状、サイズ及び比誘電率が約 25 であること等を考
慮すると、50cm 先までを 10cm 程度の分解能で見る場合、帯域幅としては約 300MHz 程度
必要となる。第二にアンテナは前方方向の指向性を有するということである。計測中、最
も不均一の大きい場所はバケットの動きにより大きく状況の変化するバケットのアーム側
である。したがって、地中方向のみを観測対象とするためこの条件が必要である。第三と
して、アンテナは平面アンテナである必要がある。バケットとアンテナを一体化する際、
バケットの機能を保ちながらバケット面上にアンテナを配置するため形状としては薄型で
平面状である必要がある。上記の三つの要件を満たす地中用アンテナとして八木・宇田ス
ロットアンテナに着目し、遠方界によるアンテナの設計及び試作、また実験を通して地中
内における試作アンテナの特性の評価をおこなった。 
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 2 つ目はバケット一体型アンテナによる地中内探査の検証である。最適化した試作アンテ
ナをバケットに一体化させた状態での特性の評価をおこなった。バケットの形状をシミュ
レーション内で構築することは非常に困難なため、バケット一体型アンテナの特性確認は
フィールドテスト結果に依存せざるを得ない。 
 3 つ目はリアルタイム計測による地中内探査の検証である。本研究ではリアルタイム計測
用レーダとして「FM-CW レーダ」を採用した。試作した地中用アンテナの特性をもとにシ
ステム要件を決定し、レーダシステムの製作をおこなった。そして製作したシステムを使
用し、パワーショベルで掘削中の状態を再現した場合におけるリアルタイム地中内探査の
評価をおこなった。 
 上記の 3 つの目的を達成し、「掘削時前方探査のためのバケット一体型地中レーダシステ
ム」が運用できる可能性を示すことが最大の目的である。 
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第 2 章 アンテナの設計指針の検討 
前章においてバケット一体型地中レーダシステムに使用する地中用アンテナに要求される
三つの条件を述べた。以下に要件を示す。 
①広帯域性を有すること 
②指向性を有すること 
③平面アンテナであること 
 
本章では検討した結果、この 3 つの要件を満たすと考えられるスロットアンテナ及び八
木・宇田アンテナの概要を示す。また実際に設計する基となった八木・宇田スロットアン
テナの形状等について簡単に述べる。 
 
2-1 スロットアンテナ 
無限導体板に長さ L、幅 W のスロット(L>>W)を開け、スロット間を給電したものをスロッ
トアンテナという。図のように高周波電源を接続すると、Fig.2-1 のような電界と磁界を生
じる。電界はスロットの両端で 0 となるため、L=λ/2となる電界の定在波を生じるとスロッ
トが共振する。このときの磁界は、スロットの長さ方向にほぼ一様な分布となる。 
 
Fig.2-1 スロットアンテナ 
次に、スロットアンテナの放射をスロットで共振している電界が空間に広がっていく様
子から考える。ここで Fig.2-3 のように、磁流からの放射電界は z>0 ではスロットのものと
同一で、z<0 では電界の向きが逆になる。一般に、スロットアンテナは導波管などに切られ、
導体の片側に放射させるので、z>0 の領域で考えれば、スロットからの放射と磁流からの放
射は同一とみなせる。スロット内の電界 E とスロットからの放射電界が同じになる磁流 M
との関係は、x方向の単位ベクトルを n として次のように定義する。 
    𝑀 = 𝐸 × 𝑛                                                                                                                           (2.1)   
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Fig.2-2 スロットからの放射 
             
Fig.2-3 磁流からの放射 
 
電界は x 方向に正弦波分布しているので、磁流の x 方向分布は半波長ダイポールアンテ
ナと同じである。したがって、スロットからの放射界は、半波長ダイポールアンテナの放
射界をバビネの原理を用いて次のように置き換えて求められる。 
    𝐸𝜃 → 𝐻𝜃 ,  𝐻𝜑 → −𝐸𝜑                                  (2.2) 
 スロットの場所に仮定できる磁流と放射界の関係は、Fig.2-4 のようになり、𝐻𝜃,𝐻𝜑の𝜃方
向の指向性は 
    𝐷(𝜃) =
cos (
𝑘0𝐿
2 cos 𝜃) − cos (
𝑘0𝐿
2 )
sin 𝜃
                          (2.3) 
と表され、𝜑方向には無指向性である。 
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Fig.2-4 スロットからの放射界 
 
2-2 八木・宇田アンテナ 
 Fig.2-5 のように半波長ダイポールアンテナ A の近傍に、間隔 d で長さ L の導体棒 B を
平行に配置したとき、A と B の結合によって B には電流が励振される。導体棒の長さを半
波長より短くすると棒 B に励振される電流の位相は A よりも遅れ、長さを半波長以上にす
ると位相は進む。Fig.2-5 に示すように、観測点までの各素子からの距離は𝑟𝐴 > 𝑟𝐵となるの
で、B での位相が遅れているとき、観測点方向での両者の位相は同相となる。したがって、
B の電流の位相が A に対して遅れているとき、放射方向は y 軸の方に傾き、逆に進んでい
るときは-y の方に放射方向が傾く。 
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Fig.2-5 半波長ダイポールと無給電素子 
 
このように半波長ダイポールアンテナに近接して配置した導体棒の長さにより、放射方
向を制御したアンテナを八木・宇田アンテナと呼ぶ。また、励振しているアンテナに近接
して配置された素子を無給電素子という。半波長より短い長さの無給電素子を置くと、置
いた方向に指向性が向くのでこれを導波器と呼び、半波長より長いものは反射器と呼ぶ。
導波器と反射器を持つ八木・宇田アンテナを Fig.2-6 に示す。 
 
 
Fig.2-6 八木・宇田アンテナ 
導波器の数を増やせば利得は向上し、その間隔を約 0.07 波長とすると前方の利得が最大
になることが実験的に得られている。導波器の数と利得、及び FB 比を Table.2-1 に示す。
なお、全て反射器はついているものとする。 
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導波器数 利得(𝑑𝐵𝑖) FB 比 
1 7 13 
3 10 19 
6 12 23 
9 14 25 
Table.2-1 導波器の数と利得,FB 比 
 
2-3 設計アンテナの概要 
 ここでは実際に設計する基となった八木・宇田スロットアンテナの形状等について簡単
に述べる。 
 
Fig.2-7  八木・宇田スロットアンテナ 
 
 本研究ではシミュレーション上においてFig.2-7に示したような形状のアンテナを用いて
モデリングをおこなった。スロットアンテナには比較的広帯域で構造的に強く、薄型平面
アンテナを作成しやすいという特徴があり、八木・宇田アンテナには強い指向性が得られ
るという利点がある。これらの特徴を合わせ持つアンテナとして今回は八木・宇田スロッ
トアンテナを設計基準として選択した。また、スロットアンテナは実用上キャビティを必
要とする。 
 キャビティとは Fig.2-7 に示した通り、八木・宇田スロットアンテナの底面から各々のス
ロットを覆うような形状をとった構造物である。役割としてはキャビティ内部に電流を閉
じ込め、底面方向への放射を防ぐといった効果がある。本研究でのキャビティの構造とし
ては全スロットに対し一つのキャビティを取り付けるような形を採用した。 
 よってこれからはこのような構造のアンテナを基にシミュレーションをおこなっていく。 
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第 3 章 シミュレーションを用いたアンテナの最適化・評価 
 ここでは、FDTD 法において八木・宇田スロットアンテナを用いた地中レーダ用アンテ
ナの最適化及び評価をおこなう。 
 
3-1 モデリング及び基本条件 
 本項では FDTD 法においてどのようなモデリングをおこなったかを説明する。まずは基
本的な条件を Table.3-1 及び Fig.3-1 に示す。また比誘電率と導電率に関してだが、基本的
には解析空間全体を誘電体に設定しているため、全領域において影響してくると予め覚え
ておいてもらいたい。 
 
単位セルの大きさ 4mm 四方 
ポイント数 1200 
比誘電率 25 
導電率 0.01 
吸収境界条件 PML:4 層 
Table.3-1 基本条件 
 
 
Fig.3-1 解析空間とセル 
 
 Fig.3-2 に解析領域内に配置した八木・宇田スロットアンテナの概要図を示す。 
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Fig.3-2 解析領域及びアンテナのサイズ 
 
3-2 遠方界を用いた最適化 
 前項で述べた条件及びモデリングをベースとし、遠方界の計算による八木・宇田スロッ
トアンテナの最適化をおこなった。変更するパラメータを Fig.3-3 及び Table.3-2 に示す。
ちなみに放射器は 200[mm]で固定している。 
 
Fig.3-3 変更パラメータ 
 
①導波器の長さ 40-184[mm](16[mm]刻み) 
②反射器の長さ 208-272[mm](16[mm]刻み) 
③スロットの間隔 4-24[mm](4[mm]刻み) 
④キャビティの厚さ 8-40[mm](8[mm]刻み) 
Table.3-2 変更パラメータ 
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 Table.3-2 に示したように、合計 1500 通りにおけるシミュレーションをおこなった。一
部のパラメータにおけるシミュレーション結果を以下に示す。スロット間隔が 8[mm],キャ
ビティの厚さが 8[mm]の場合の結果を Fig.3-5 に、スロット間隔が 8[mm],キャビティの厚
さが 40[mm]の場合の結果を Fig.3-6 に、スロット間隔が 24[mm],キャビティの厚さが
8[mm]の場合の結果を Fig.3-7 にそれぞれカラースケールの状態で示す。導波器は
40-168[mm]の 32[mm]刻み、反射器は 208-272[mm]の 16[mm]刻みで表示している。カラ
ースケールの見方として、アンテナに対する角度について Fig.3-5 に示す。今後この平面を
E 面と呼ぶこととする。 
 
 
Fig.3-4 カラースケールの対応図(E 面) 
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Fig.3-5 シミュレーション結果(スロット間隔：8[mm],キャビティの厚さ：8[mm]) 
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Fig.3-6 シミュレーション結果(スロット間隔：8[mm],キャビティの厚さ：40[mm]) 
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 Fig.3-7 シミュレーション結果(スロット間隔：24[mm],キャビティの厚さ：8[mm]) 
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 全パターンである 1500 通りにおいて Fig.3-5 等のような周波数特性を計算し、帯域や指
向性等の観点から最適化をおこなった。各パラメータを変化させた場合における周波数特
性の変化の特徴を Table.3-3 に示す。 
 
 変化するパラメータ 状態変化 
導波器が長くなる 狭帯域になる 
反射器が長くなる 帯域のトップが高周波になる 
スロット間隔が広がる 1GHzあたりの帯域がなくなる 
キャビティが厚くなる 他の角度にも特性が出る 
Table.3-3 パラメータを変化した場合における状態変化 
 
 Table.3-3 に示した特徴から最適化をおこなった結果、帯域及び指向性の観点から最も優
れていたパラメータを Table.3-4 に、最適化時の周波数特性を Fig.3-8 に示す。 
 
① 導波器の長さ 40mm 
② 反射器の長さ 208mm 
③ スロットの間隔 8mm 
④ キャビティの厚さ 16mm 
Table.3-4 最適化されたパラメータ 
 
Fig.3-8 最適化時の周波数特性 
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また、前方を 60°,後方を-120°と仮定した際の周波数特性の比較を Fig.3-9 に、特定周
波数値における極座標標示を Fig.3-10 に示す。 
 
Fig.3-9 FB 比の比較結果 
 
Fig.3-10 極座標標示(青：0.5[GHz],緑：0.6[GHz],赤：0.7[GHz] ,紫：0.8[GHz]) 
 
 以上の結果から約400-900[MHz]の周波数帯域において一定して約 45-60°方向に強い指
向性が向いていることが確認でき、かつ FB 比も優れていることが分かる。よって本パラメ
ータを最適化結果とし、試作アンテナを作製する。 
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3-3 送受信一体型アンテナの検討 
 前項で試作アンテナの各パラメータを決定したが、給電点を放射器中央に設置した場合
でのシミュレーションのため、計測時に送信用と受信用の 2 つの試作アンテナを使用する
ことを仮定している。今後この方式を送受信分離型アンテナと呼ぶこととする。しかし実
際にバケットに一体化させることを想定すると、アンテナに占有される面積は極力少ない
方が好ましい。アンテナの占有面積が小さければ、あらゆるサイズのバケットに対応可能
となるからである。そこで本項では、送信部及び受信部の給電点を 1 つのアンテナにまと
めた送受信一体型アンテナについて検討する。アンテナのパラメータは最適化した値を使
用し、1 つのアンテナの放射器に送信部(給電点)及び受信部(抵抗：50[Ω])を設置した状態で
再度最適化をおこなった。変更パラメータを Fig.3-11,Table3-4 に示す。 
 
 
Fig.3-11 変更パラメータ(スロット部) 
 
①送受信部間の距離 48,72,96,120,192mm (5 通り) 
Table3-4 変更パラメータ 
 
 上で示したように送受信部間の距離を変更し、最適化をおこなった。E 面における最適化
結果を Fig.3-13 に、H 面における最適化結果を Fig.3-14 に示す。ここでまず H 面につい
て説明する。Fig.3-12 に H 面におけるカラースケールの対応図を示す。前項で既にでてき
た E 面がアンテナ地板に対して垂直方向の面であるのに対し、H面はアンテナ地板に対し
て平行方向の面である。 
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Fig.3-12 カラースケールの対応図(H面) 
 
  
(a)送受信分離型             (b)送受信一体型 
Fig.3-13 E 面における最適化結果比較 
  
(a)送受信分離型             (b)送受信一体型 
Fig.3-14 H 面における最適化結果比較 
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 結果としては送受信部間の距離が 96[mm]のパラメータを最適化値として採用した。 
E 面による比較では両者とも 400-800[MHz]あたりにかけて、45-60[deg]あたりに指向性が
向いていることが確認でき、ある程度近似していることが分かる。 
 H 面に関しては送受信一体型において、給電点側に指向性が傾く傾向がみられるが基本
的には両者とも導波器方向(正面方向)に指向性は向いている。 
 以上の結果から送受信一体型アンテナの運用は十分可能であると考え、これ以降は分離
型及び一体型の双方について検討していく。 
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3-4 比誘電率による特性の変化 
 最適化の際には比誘電率が 25 の場合でおこなったため、ここでは比誘電率の変化による
特性の変化について評価をおこなう。分離型及び一体型の双方における比誘電率が 1-36 の
場合の E 面特性を以下に示す。Fig.3-15 に送受信一体型アンテナにおける特性変化を、
Fig.3-16 に送受信分離型アンテナにおける特性変化をそれぞれ示す。 
 
Fig.3-15 送受信一体型アンテナにおける特性変化 
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Fig.3-16 送受信分離型アンテナにおける特性変化 
 
双方ともに言えることだが、比誘電率：1(空中)の場合では指向性が確認できず、比誘電
率：4 以降(地中)では指向性が得られていることが分かる。したがって、今回最適化したパ
ラメータであれば比誘電率に応じて利用周波数帯は変化するが、地中という条件さえ満た
せば、指向性が得られアンテナとして十分利用可能であることが確認できる。 
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第 4 章 地中内でのアンテナ単体特性評価実験 
 試作したアンテナがシミュレーション通りの特性なのかを確認するために、実際に地中
における特性を測定した。その際使用した試作アンテナ、計測装置及び実験の概要につい
て述べる。また、実験結果とシミュレーション結果を比較し考察などを行った。本章では
大きく分けて、指向性計測と反射特性計測の 2 種類の実験結果をまとめている。また送受
信分離型及び一体型はセミリジッドケーブルを這わせる位置(給電点の位置)を変更するこ
とで対応しており、アンテナ自体は同一の物を使用している。 
 
4-1 試作アンテナの概要 
本項では、最適化されたパラメータを基に試作したアンテナの概要について述べる。試
作アンテナの設計図を Fig.4-1、全体図及び詳細図を Fig.4-2 に示す。また、パラメータを
Table.4-1 に示す。 
地板とキャビティ底面には銅板を、キャビティにはアルミを使用している。また、アンテ
ナ作成に関してはマシンショップの方に委託した。加工した銅板及びアルミをねじで止め
てアンテナの構造にした。地板の銅板のサイズは 300mm×124mm×2mm、キャビティ底面の
銅板のサイズは 300mm×76mm で、アルミのサイズは 300mm×124mm×16mm である(キャビ
ティの内部は 280mm×44mm)。 
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Fig4-1 試作アンテナの設計図 
 
 
Fig.4-2 全体図(上),地板部(中),キャビティ部(下) 
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導波器の長さ 放射器の長さ 反射器の長さ スロット幅 スロット間隔 キャビティ厚さ 
40mm 200mm 208mm 4mm 8mm 16mm 
Table.4-1 試作アンテナのパラメータ 
 
4-2 計測装置について 
 今回の実験において計測装置としてネットワークアナライザを使用したため、設定値等
を示す。Fig.4-3 に使用したネットワークアナライザの画像を、Table.4-2 に設定値を示す。 
  
Fig.4-3 メーカー名：ROHDE＆SCHWARZ 型番：ZVH8 
 
計測量 𝑆21 
スタート周波数[MHz] 2.5 
エンド周波数[MHz] 2025 
ポイント数 801 
IF AVG[Hz] 100 
Table.4-2 ネットワークアナライザの設定値 
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4-3 送受信一体型アンテナ指向性計測実験の概要 
 ここでは試作した送受信一体型アンテナの指向性がシミュレーション結果と一致してい
るのか確認するための実験詳細を述べる。Fig.4-4 に実験のイメージ図を、Fig.4-5 にアンテ
ナを埋める前、埋めた直後の画像を示す。この際、アンテナは送信側と受信側で二つ用意
し、送信アンテナの左側をネットワークアナライザに接続し右側にはターミネータをつな
ぎ、反射波が返ってこないようにしている。また、受信側はネットワークアナライザとタ
ーミネータの位置を逆にした。 
 
Fig.4-4 実験のイメージ図 
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Fig.4-5 上：埋める直前の様子,下：埋めた直後の様子 
 
 まず初めに Fig.4-4 に示してあるように大きさが 150cm×120cm×110cm の穴を掘り、そ
の底に試作した 2 つのアンテナを給電点間の距離が 75cm になるように縦置きに配置し、
その上から土を埋め戻した状態で計測をおこなった。Fig.4-4 の状態はアンテナが向い合せ
(0 度)になっているのだが、この状態から片方のアンテナを時計回りに、もう一方のアンテ
ナを反時計回りにそれぞれ 0,60,90,180,270 度ずつ回転させ、それぞれの場合の周波数特性
を測定しシミュレーション結果と比較した。 
アンテナを 2 つ使用しているため、特性がアンテナ 1 つの場合の二乗の値に相当する。
そのため、これから実験結果とシミュレーション結果を比較する際には、シミュレーショ
ン結果の特性を 2 乗して表示する必要がある。 
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4-4 送受信一体型アンテナ指向性計測結果 
 本項では前項で述べた送受信一体型アンテナにおける指向性計測実験の結果についてま
とめる。Fig.4-6 に実験結果を、Fig.4-7 にシミュレーション結果を示す。 
 
Fig.4-6 実験結果 
 
Fig.4-7 シミュレーション結果 
 
 実験結果に関してだが、地中内での計測のため水分による減衰の影響を強く受けている
ことが確認できる。このことを踏まえてシミュレーション結果と比較すると、減衰がかか
り始めた後では近似性は見られないが、それ以前ではある程度の近似が見込める結果とな
っている。特徴としては双方とも 60°方向に最も強く指向性が向いている。また今回の結
果からシミュレーション結果に信頼性があることが証明された。 
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4-5 送受信一体型アンテナ反射特性計測実験の概要 
 ここでは送受信一体型アンテナの反射特性計測実験の概要について述べる。実験のイメ
ージ図を Fig.4-8 に示す。穴の大きさは指向性計測実験時と同様の 150cm×120cm×110cm
である。穴の底面に試作アンテナ２つを横並びに配置し、強指向性方向である E 面におけ
る 60°方向が真上を向くように傾ける。そして、アンテナの給電点部から真上方向に
20,30,40,50cm 離れた位置に反射体である塩化ビニルパイプを配置する。この状態を地中で
保てるように慎重に土を埋め戻し計測をおこなった。試作アンテナの様子を Fig.4-9 に、反
射体である塩化ビニルパイプの様子を Fig.4-10 に示す。 
 
Fig.4-8 実験のイメージ図 
 
  
Fig.4-9 試作アンテナの様子 
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Fig.4-10 反射体(塩化ビニルパイプ)の様子 
 
4-6 送受信一体型アンテナ反射特性計測結果 
 本項では前項で述べた通りの条件において送受信一体型アンテナによる反射特性の計測
結果についてまとめる。Fig.4-11 に反射特性の時間波形を示す。また Table.4-3 に反射波到
達時間の予想値を示す。 
 
Fig.4-11 反射特性の時間波形 
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 給電点から反射体までの距離 反射波到達時間の予想値 
20[cm] 5.5[ns] 
30[cm] 8.3[ns] 
40[cm] 11.0[ns] 
50[cm] 13.8[ns] 
Table.4-3 反射波到達時間の予想値 
 
 Fig.4-11 の結果を確認すると、波形全てが重なっているため、反射波が非常に確認しづら
い状況である。そこで、反射体なしの波形を使用し、各波形から引くことで減算処理をほ
どこした結果を Fig.4-12 に示す。 
 
Fig.4-12 反射特性の時間波形(減算後) 
 
 減算後の結果を確認すると、40,50[cm]の場合では Table4-3 に示した反射波到達予想時
間あたりに、かすかではあるが反射波らしきものが確認できる。しかし、20,30 の場合では
直達波が大きすぎるためか、反射波を確認することは非常に難しいと考えられる。 
送受信一体型アンテナの場合、分離型と比較し送受信部間の距離が明らかに短いため、
直達波が強く受かっていると考えられる。このような特性ではバケット搭載時に反射波形
を確認することは非常に困難であると考えられる。よって検討中であるもう 1 つの方式で
ある「送受信分離型アンテナ」による反射特性計測をおこない、双方の結果を比較する。
そしてより優れた特性を有する方式を、今後のバケットに一体化させた状態における実験
用として採用することとする。 
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4-7 送受信分離型アンテナ反射特性計測実験の概要 
 ここでは送受信分離型アンテナの反射特性計測実験の概要について述べる。実験方法及
び状況は送受信一体型の場合と全く同じなため説明は省く。実験のイメージ図を Fig.4-13
に示す。また試作アンテナの様子を Fig.4-14 に示す。違いは送信用と受信用の 2 つのアン
テナを使用している点のみである。 
 
Fig.4-13 実験のイメージ図 
 
  
Fig.4-14 試作アンテナの様子 
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4-8 送受信分離型アンテナ反射特性計測結果 
 本項では前項で述べた通りの条件において送受信分離型アンテナによる反射特性の計測
結果についてまとめる。Fig.4-15 に周波数特性を示す。また、Fig.4-16 に時間波形のフィ
ルター除去前の結果を、Fig4-17 にフィルター除去後の結果をそれぞれ示す。 
 
Fig.4-15 周波数特性 
 
Fig.4-16 時間波形(フィルター除去前) 
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Fig.4-17 計時間波形(フィルター除去後) 
 
 Fig.4-15の周波数特性では余分な波形成分を除去するために、フィルターをかけている。
フィルターをかけた状態で逆フーリエ変換しているので、Fig.4-16 と比較し Fig.4-17 の時
間波形では直達波が小さくなって表示されている。ちなみに直達波は 7[ns]あたりで到達し
ている。 
 結果を確認すると、30[cm]の場合では 12[ns]、40[cm]の場合では 16[ns]、50[cm]の場合
では振幅が小さく確認しづらいが 20[ns]あたりに各々反射波らしき波が確認できる。この
結果から送受信分離型アンテナを使用した際に強指向性方向(E 面 60°方向)であれば、地
中内で 50[cm]先までの埋設物の有無確認の可能性を示すことができた。 
 一体型と比較しても明らかに反射波が確認できやすい結果が得られた。アンテナを 2 つ
使用するというデメリットがあるのは確かだが、今後のバケット一体型における実験では
こちらの「送受信分離型アンテナ」を採用することとする。 
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第 5 章 バケット一体型アンテナ特性評価実験 
 本章では実験で使用した油圧ショベル及びバケットの概要、アンテナやケーブルの設置
方法について述べる。またバケットに試作アンテナを一体化させた場合における特性評価
実験の概要及び実験結果についても述べる。 
 
5-1 使用した油圧ショベル及びバケットについて 
 まずは実験に使用したバケットの概要について述べる。試作アンテナを横方向に二つ並
べる必要があるため、アンテナと留め具を収めることができることを想定し、バケットは
CAT 製の横幅が 825mm であるごく一般的に使用されている規格(型番：154-0616)を採用
した。そして試作アンテナをはめ込む長方形型の穴やバケットにアンテナを固定する留め
具用の穴、ケーブルを這わせるための溝や管等の加工を業者に依頼した。加工後のバケッ
ト全体図を Fig.5-1 に、その際のバケット底面部の設計図を Fig.5-2 に示す。またバケット
の仕様一覧を Table.5-1 に示す。爪の本数はもともと 5 本であったが、アンテナ前方への放
射を妨げる可能性があるため 2 本取り外している。 
 
  
  
Fig5-1 加工済みバケットの全体図 
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CATERPILLAR 154-0616 Excavator Buckets 
バケット質量[kg] 352 
容量[𝑚3] 0.45 
幅[mm] 825 
Table.5-1 バケット(型番：154-0616)の仕様 
 
 
Fig.5-2 バケット底面部の寸法 
 
37 
 
Fig.5-3 にバケット底面詳細図を示す。試作アンテナはめ込み用の穴をちょうど段差があ
る部分に開けており設置がややしにくい状況であるが、これはアンテナの位置を極力前方
にもっていくためである。爪の間隔よりもアンテナのサイズが大きく、爪の付け根部分よ
り前方に持っていくのは不可能なため現在の位置となっている。アンテナ取り付け後の様
子を Fig.5-4 に示す。アンテナの両側に計測用ケーブルが露出する部分があるため、油粘土
を詰め負担を減らしている。 
 
 
Fig.5-3 バケット底面詳細図 
 
Fig.5-4 アンテナ取り付け後の様子 
 
Fig.5-5 にバケット側面詳細図を示す。アンテナに設置している計測用ケーブルに関して
だが、Fig.5-5 に示したような溝に通してバケット側面の外側にいったん逃がし、保護用管
に通すことで掘削時の負担をかけない構造をとっている。ケーブルがむき出しになる部分
ができてしまうが、そこはサイドカッターと呼ばれるバケット用の部品を取り付ける際に
カバーされるようにしているため安全である。また、隙間には油粘土を詰めて土がカバー
の中に侵入するのを防いでいる。Fig.5-6 にサイドカッター取り付け後の様子を示す。 
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Fig.5-5 バケット側面詳細図(左：外側,右：内側) 
 
  
Fig.5-6 サイドカッター取り付け後の様子(左：外側,右：内側) 
 
計測用ケーブルはバケット側面の保護管から出した後は掘削の邪魔にならないようにパ
ワーショベルのアーム部分に這わせるように設置している。アームの稼働によってケーブ
ルに負担がかからないように多少たわませている。Fig.5-7 にケーブル周りの様子を示す。 
 
  
Fig.5-7 ケーブル周りの様子 
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 最後に実験で使用した油圧ショベル(型番：312B)の全体図を Fig.5-8 に示す。また仕様一
覧を Table.5-2 に示す。油圧ショベルの操作に関してだが専門業者の方に依頼した上で安全
に執り行われている。 
 
 
Fig.5-8 実験に使用した油圧ショベル(型番：312B) 
 
CATERPILLAR 312B 油圧ショベル 
機械総重量[kg] 12,800 
最大積載荷重[kg] 700 
平均接地圧[kg/𝑐𝑚2] 0.46 
機体重量[kg] 9,860 
ブレーカーユニット最大重量[kg] 1,000 
定格出力[PS] 85 
最高走行速度[km/h] 5.5 
Table.5-2 油圧ショベル(型番：312B)の仕様 
 
 
 
 
 
 
40 
 
5-2 指向性計測実験の概要 
ここでは油圧ショベルを用いたバケット一体型アンテナ指向性計測実験の概要について
説明する。今回の実験を行うにあたって、強度向上や取り付け方法の問題から試作アンテ
ナの構造を多少変更したため、まずその変更点から述べる。Fig.5-9 に形状変更後の試作ア
ンテナを示す。 
 
 
Fig.5-9 形状変更後の試作アンテナ 
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 変更点は留め具用の穴を配置できるスペースを確保するために、地板用銅板のサイズを
広げた点のみである。その他のパラメータやサイズは変更していない。また、掘削中には
アンテナに多大な負荷がかかることが予想できるため、キャビティ内部にエポキシ樹脂と
呼ばれる熱硬化性樹脂を充填し、アンテナの強度向上をはかっている。Fig.5-10 にエポキ
シ樹脂充填時の様子を示す。 
 
  
Fig.5-10 エポキシ樹脂充填時の様子(左：充填前,右：充填後) 
 
ここからは実験概要について説明する。計測装置に関しては 4-2 に示したネットワークア
ナライザを使用し、設定値も同様の値である。Fig.5-11 に実験のイメージ図を示す。実験状
況について説明する。まず Fig.5-12 に示すようにバケットを側面が地表面に接するように
倒す。そして Fig.5-13 に示したように、バケットに一体化させた八木・宇田スロットアン
テナ及び円筒スロットアンテナを配置し、両アンテナ間の伝達特性を計測することで指向
性を確認した。円筒スロットアンテナは Fig.5-11 に示した位置(八木・宇田スロットアンテ
ナの給電点を中心とし、半径 75[cm]の円周状の 0,30,60,90,180270,330[deg]地点)に配置し
直し、埋め戻した状態で計測という方法を繰り返した。Fig.5-14 に埋め戻した後の様子を
示す。また、円筒スロットアンテナは八木・宇田スロットアンテナの地中内での周波数帯
域と合致する形状をしている。Fig.5-15 に使用した円筒スロットアンテナを示す。 
 注意点としては、片方を円筒スロットアンテナを用いて計測しているため、計測結果は
八木・宇田スロットアンテナと円筒スロットアンテナの特性が合わさった状態でデータが
得られる。そのため、予め円筒スロットアンテナどうしの伝達特性を計測しておき、特性
を割ることで八木・宇田スロットアンテナ単体の特性を抽出する必要がある。 
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Fig.5-11 実験のイメージ図 
 
  
Fig.5-12 実験時のバケット一体型アンテナの様子 
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Fig.5-13 各アンテナの様子 
 
 
Fig.5-14 埋め戻した後の様子 
 
 
Fig.5.15 円筒スロットアンテナ 
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5-3 指向性計測実験結果 
 本項では前項で述べたバケット一体型アンテナにおける指向性計測実験の結果について
まとめる。Fig.5-16 に実験結果を、Fig.4-7 にシミュレーション結果を示す。Fig.4-7 のシ
ミュレーション結果はアンテナ単体での結果であり、バケットの形状による影響は考慮さ
れていない。 
 
Fig.5-16 実験結果 
 
Fig.5-17 シミュレーション結果 
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 Fig.5-16 は円筒スロットアンテナの特性分を省いた純粋に八木・宇田スロットアンテナ
のみの特性となっている。双方を比較するとある程度の近似が見込める結果となっている。
90,180[deg]の場合だが、円筒スロットアンテナをバケット付近に配置しているため、特性
が大きく影響を受けていると考えられる。その証拠に実験結果の 90[deg]のレベルがシミュ
レーション結果と比べかなり低下しているのが確認できる。また 60[deg]方向に最も強く指
向性が向いているという結果が実験及びシミュレーションの双方で証明された。反射特性
計測実験ではE面60[deg]方向に反射体が配置されるような位置取りでおこなうのが有効で
あることが今回の実験で確認できた。 
 
5-4 反射特性計測実験の概要 
  ここでは油圧ショベルを用いたバケット一体型アンテナ反射特性計測実験の概要につ
いて説明する。計測装置に関しては 4-2 に示したネットワークアナライザを使用し、設定値
も同様の値である。Fig.5-18に実験のイメージ図を示す。図に示したように地表面から70cm
の位置に反射体を設置し、反射体と同じ深さにアンテナの給電点が配置されるようにバケ
ットの位置に合わせる。その後バケットの角度を変えずに反射体方向に 10cm 刻みで近づけ
ていき、その都度反射特性計測をおこなった。今回の実験では反射体として塩化ビニルパ
イプ(長さ：1m , 直径：10cm)、紙筒(長さ：1m , 直径：6cm)、金属製パイプ(長さ：1.3m , 
直径：3.5cm)の 3 種類を用意し、アンテナに対する反射体位置の角度を 0°及び 30-60°の
2 パターンの合計 4 パターンにおける状況下で実験をおこなった。Fig.5-19 に各反射体の様
子を、Table.5-3 に実験パターン表を示す。 
 
 
Fig.5-18 実験のイメージ図 
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Fig.5-19 反射体(左：塩化ビニルパイプ,中央：紙筒,右：金属製パイプ) 
 
 
 反射体の種類 アンテナの角度 
パターン 1 塩化ビニルパイプ 約 0° 
パターン 2 紙筒 約 30-60° 
パターン 3 金属製パイプ 約 30-60° 
パターン 4 金属製パイプ 約 0° 
Table.5-3 実験パターン表 
 
 この中では反射体の種類が金属で、かつ強指向性方向である E 面 60°方向に反射体が配
置されているパターン 3 において最も反射強度が強い結果が得られると考えられる。
Table5-4 に地中の比誘電率から計算した反射波到達時間の予想値を示す。 
 
 給電点から反射体までの距離 反射波到達時間の予想値 
20[cm] 7.7[ns] 
30[cm] 9.9[ns] 
40[cm] 12.4[ns] 
50[cm] 15.0.[ns] 
Table.5-4 反射波到達時間の予想値 
 
Fig.5-20 に実験時の様子を示す。 
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Fig.5-20 実験時の様子 
 
5-5 反射特性計測実験結果 
本項では前項で述べたバケット一体型アンテナにおける反射特性計測実験の結果につい
てまとめる。Fig5-21 から Fig.5-28 にかけて各パターンにおける実験結果の周波数特性及
び時間波形を示す。各周波数特性にフィルターをかけ、逆フーリエ変換処理をおこない表
示したものが各時間波形となっている。 
 実験結果を比較すると1,2,4に関しては反射波と思われる波形を確認するのが困難なのに
対し、3 では 20-50[cm]の場合 10[ns]-15[ns]にかけて反射波らしき波形が確認できる。多少
の誤差はあるが到達時間の予想値とも一致していると考えられる。 
特に注目すべきはパターン 3 とパターン 4 での結果の差である。反射体が同じ金属製パ
イプであるにもかかわらず、バケットの角度を調整するだけでここまで大きな差がでたこ
とは指向性が確実に E 面 60[deg]方向に強く向いていることの証明となった。したがって今
回の結果からE面60[deg]方向であればバケット一体型アンテナを用いた場合における地下
埋設物の有無推定の可能性を示すことができた。 
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パターン 1：反射体⇒塩化ビニルパイプ,アンテナに対する反射体位置の角度⇒約 0° 
 
 
Fig.5-21 周波数特性 
 
Fig.5-22 時間波形 
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パターン 2：反射体⇒紙筒,アンテナに対する反射体位置の角度⇒約 30-60° 
 
 
Fig.5-23 周波数特性 
 
Fig.5-24 時間波形 
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パターン 3：反射体⇒金属製パイプ,アンテナに対する反射体位置の角度⇒約 30-60° 
 
 
Fig.5-25 周波数特性 
 
Fig.5-26 時間波形 
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パターン 4：反射体⇒金属製パイプ,アンテナに対する反射体位置の角度⇒約 0° 
 
 
Fig.5-27 周波数特性 
 
Fig.5-28 時間波形 
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第 6 章 FM-CW レーダシステムについて 
本研究ではリアルタイム計測が可能なシステムとして FM-CWレーダシステムを採用し
ている。本章では FM-CW レーダの概要や動作原理、試作したレーダシステムの構成や特
性について述べたいと思う。 
 
6-1 FM-CW レーダ概要 
レーダはアンテナから電波を発射し、遠方にある目標からの反射波を受信し、送信波と
受信波間の遅延時間差から、目標までの距離と方位を測定する装置である。方位と距離ば
かりでなく、移動目標からの反射波に含まれるドップラー周波数成分を検出して、移動目
標の速度を測定することも可能である。 
代表的なレーダの動作原理は Fig 6.1 に示すように、パルスをレーダアンテナから送り出
し、ターゲットから跳ね返ってくる反射波を受信し、その遅延時間から距離の情報を得て
いる。 
 
  Fig2.1 時間領域（パルス）レーダの距離計測の原理 
 
この遅延時間を直接測定するのが、パルスレーダの距離計測の原理である。一方、パル
スレーダの原理と逆に、周波数領域で距離を計測するレーダがある。それが FM-CW レー
ダであり、逆とは時間と周波数を対極の量として扱うことを意味している。例えば移動体
の衝突防止等に使用され、周波数変調されたレーダ波を送受信することにより、目標物体
との相対距離や相対速度に関する情報などを取り出すことができる。Table.6-1 にパルスレ
ーダと FM-CW レーダの比較を示す。 
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 Pulse FM-CW 
Operation principle Time domain Frequency domain 
Range resolution Bandwidth Bandwidth 
Range accuracy Hardware Hardware 
Signal processing RF RF 
Hardware Rigid、 expensive Simple、 low cost 
Short range △ ○ 
Far range ○ △ 
SAR processing ○ ○ 
polarimetry ○ ○ 
Table.6-1 レーダ方式の比較 
 
6-2 動作原理 
FM-CW レーダとは、連続波を周波数変調(FM)して送受信するレーダの総称である。  
FM-CW レーダで は FM 変調された連続波を送受信するが、受信波を送信波と乗算して復
調し、ベースバンド信号とするのが通常のパルスレーダと大きく異なる点である。 
 
Fig.6-2 FM-CW レーダの変調波形 
 
変調波として一般的に用いられているのは、Fig.6-2 に描いたような正弦波・鋸歯状波・
三角波などがある。本研究では時間ともに周波数が変化する正弦波を使って、反射体まで
の距離を示す。 
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Fig.6-3 FM-CWレーダの時間と周波数の関係 
 
Fig.6-3(a)にレーダアンテナから放射される電磁波の時間と周波数の関係を示す。送信波
は時間の経過と共に周波数が線形に高くなるような信号となる。FM-CW レーダでは周波数
と時間が比例していることが重要で、このように送信信号に何らかの形を待たせた信号を
変調信号という。Fig.6-3(b)は Fig.6-3(a)に対応する時間領域での波形である。時間が進む
につれて周波数が高くなり、音声で言えば低音から高音に移っていくので、鳥のさえずり
に似ている。このことから、Fig.6-3(b)の信号はチャープ信号とも呼ばれている。 
この送信波をアンテナから送り出し、距離 R１にあるひとつの物体に当てるとパルスレー
ダのときと同じように波は反射して遅延時間をもってレーダに戻ってくる。どの周波数で
も速度は一定だから、反射波の時間と周波数の関係は Fig.6-4(a)のようになる。そして、送
信信号と受信信号は𝜏1 だけ時間がずれる。次に、遠い距離 R2にある物体からの関係を調べ
ると Fig.6-4(b)のようになり、遠ければ遠いほど遅延時間の大きな反射波となる。 
注意すべき点はある時間を固定したときの Fig.6-4 の縦軸から得られる値、すなわち送信
波と受信波の周波数差である。時間と周波数が比例関係にあるので、遅延時間が周波数差
に比例している。したがってビート周波数を計測すれば遅延時間が分かり、遅延時間が分
かればターゲットまでの距離がわかる。これが FM-CWレーダの動作原理である。 
 
(a) 
 
  
(b) 
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Fig.6-4 FM-CW レーダの距離計測原理 
 
ここからは計算式を使って説明する。 
 
送信波形の公式： 
 𝑦𝑇                                                                                                                (6.1) 
𝜏遅れた受信波の公式： 
𝑦𝑅 = 𝐴 sin{2𝜋𝑓(𝑡 − 𝜏)𝑡}                                            (6.2) 
送信波と受信波の 2 つの波は正弦波のため、正弦波どうしを掛け算する。するとその和と
差の周波数を持つ正弦波に分けられる。 
𝑦𝑇 × 𝑦𝑅                                   (6.3) 
送信波形と受信波の和の周波数成分（ビート波形ではない） 
𝑌𝑝 = −cos[2𝜋{𝑓(𝑡) + 𝑓(𝑡 − 𝜏)}𝑡] (6.4) 
𝜏 → 0では周波数の和は2𝑓(𝑡)になる。 
送信波形と受信波の差の周波数成分（ビート波形） 
 𝑌𝑚 = cos[2𝜋{𝑓(𝑡) − 𝑓(𝑡 − 𝜏)}𝑡]/2                             (6.5) 
𝜏 → 0では周波数の差は 0 になる。 
和と差の公式を見ると𝑌𝑝 > 𝑌𝑚、また、取り出したいのは𝑌𝑚のビート信号なので、高い周波
数𝑌𝑝を取り除かなければならない。ここで、ローパスフィルタ回路に通してビート周波数成
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分𝑌𝑚のみを取り出せる。取り出せたビート周波数成分𝑌𝑚からビート周波数が得られる。 
𝑌𝑚 = cos[2𝜋{𝑓(𝑡)𝑡 − 𝑓(𝑡 − 𝜏)𝑡}]                                             (6.6) 
差の周波数をビート周波数𝑓𝑏、周波数を連続的に変化させる時間𝑇𝑚、周波数の変化幅𝑓𝑤、
電波の伝搬速度c、ターゲットまでの距離Rとすると 
𝑓(𝑡) = 𝑓𝑤
𝑡
𝑇𝑚
+ 𝑓𝐿 より、 
𝑌𝑚 = cos[2𝜋{𝑓(𝑡)𝑡 −
𝑓𝑤
𝑇𝑚
(𝑡 − 𝜏)𝑡 − 𝑓𝐿𝑡}]/2 
 = cos[2𝜋{𝑓(𝑡)𝑡 − (
𝑓𝑤
𝑇𝑚
𝑡 + 𝑓𝐿) 𝑡 +
𝑓𝑤
𝑇𝑚
𝜏𝑡}]/2 
 = cos[2𝜋{𝑓(𝑡)𝑡 − 𝑓(𝑡)𝑡 +
𝑓𝑤
𝑇𝑚
𝜏𝑡}]/2 
= cos(2𝜋 𝑓𝑤
𝜏
𝑇𝑚
𝑡) /2                              (6.7) 
したがって、𝑌𝑚 = cos(2𝜋 𝑓𝑤
𝜏
𝑇𝑚
𝑡) /2 はビート波形（正弦波）となる。 
ビート周波数は𝑓𝑏 = 𝑓𝑤
𝜏
𝑇𝑚
 となる。 
また、τ =
2𝑅
ｃ
 ので、 
𝑓𝑏 = 𝑓𝑤
2𝑅
𝐶𝑇𝑚
                                                         (6.8) 
よって、 
𝑅 =
𝑇𝑚𝐶
2𝑓𝑤
𝑓𝑏                                                          (6.9) 
 
ビート周波数と反射体の距離が比例することがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
時間 
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6-3 試作レーダシステムの構成 
 ここでは本研究で試作したレーダシステムの詳しい構成について述べる。レーダシステ
ムに要求される条件を挙げる。最も重要な条件はレーダシステムから発生させる周波数変
調波の周波数変化幅である。Fig.6-5 に示したバケット一体型アンテナの指向性計測結果よ
り、今回は約 300-900[MHz]間を変化する周波数変調波を使用する FM-CWレーダシステム
を設計する。Table6-2 にシステム構成部品の特性一覧表を示す。 
 
Fig.6-5 バケット一体型アンテナの指向性計測結果 
 
VCO(電圧制御発振器) 
ZX95-1900V-S+ 
 
ZX95-988-S+ 
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ミキサ 
ZEM-M2TMH+ 
 
ZX05-1LHW-S+ 
 
カプラー(方向性結合器) 
ZEDC-10-2B 
 
アンプ(増幅器) 
ZX60-43-S+ 
 
ZX60-33LN-S+ 
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ローパスフィルタ 
SLP-2.5+ 
 
スプリッター(分配器) 
ZFSC-2-11-S+ 
 
ZAPDQ-2-S 
 
Table.6-2 各部品の特性表一覧 
  
以上の部品から試作レーダシステムは組まれている。設計したレーダシステムのブロック
図を Fig.6-6 に示す。 
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Fig.6-6 試作レーダシステムのブロック図 
 
システム内容を簡単に説明する。まず、計測用 PC 内の DA 変換器から周期：4[ms],振幅：
0-10[v]の三角波を出力し、非反転増幅回路(増幅度：2)に繋げ、振幅：0-20[V]に増幅する。
その後 VCO：ZX95-1900V-S+のコントール電圧として供給する。この時、1.37-1.94[GHz]
の周波数変調波が発生する。一方VCO：ZX95-988+のコントロール電圧には5[V]を供給し、
1.03[GHz]の正弦波が発生する。そして VCO：ZX95-1900V-S+及び VCO：ZX95-988+から
発生させた 2 つの信号がミキサ：ZEM-M2TMH+で掛け合わされ、差の周波数成分として
約 300-900[MHz]間を変化する周波数変調波が発生する。その後、カプラー：ZEDC-10-2B
で送信波用及び受信波との掛け合わせ用の 2 つの信号に分ける。そして、ミキサ：
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ZX05-1LHW+で送信波と受信波が掛け合わされ、和と差の周波数成分が得られる。最終的
にローパスフィルタ：SLP-2.5+に通して和の周波数成分を除去し、ビート信号(差の周波数
成分)が得られる。 
 本システムではスプリッターを用いて各 VCOからの信号及び送受信波を分配し、同様の
システム内に通して 2 種類のビート信号を AD 変換器内に取り込んでいる。この理由は
VCO：ZX95-988+からの信号のみを位相が 90[deg]ずれた信号として出力させることで、最
終的に位相が 90[deg]ずれたビート信号が得られ、2 種類のビート信号を用いて直交検波処
理をおこなうためである。 
 
Fig.6-7 試作レーダシステムの電源 
 
Fig.6-7 に本システムの電源を示す。この電源は AC ケーブルからスイッチング電源により
+9[V],+36[V],-36[V]の 3 つの電源出力を得る。そしてレギュレータ回路を用いてそれぞれ
を+5[V],+24[V],-24[V]に変換する。+5[V]はシステムを構成する各部品の電源電圧及び
VCO：ZX-95-988+のコントロール電圧として供給される。また、+24[V],-24[V]は非反転増
幅回路の電源電圧として供給される。Fig.6-8 に電圧変換回路を、Fig.6-9,6-10 に各回路図
を示す。①が+9[V]から+5[V]に変換するレギュレータ回路、②が-36[V]から-24[V]に変換す
るレギュレータ回路、③が+36[V]から+24[V]に変換するレギュレータ回路、そして④が増
幅度 2 の非反転増幅回路である。写真と回路図の番号は対応している。 
 
 
62 
 
 
 Fig.6-8 電圧変換回路 
 
 
Fig.6-9 レギュレータ回路図 
 
Fig.6-10 非反転増幅回路図(増幅度：2) 
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 Fig.6-11 に使用した DA 変換器(インターフェイス,PCI-3305)を示す。Ch2 から三角波を
出力し、トリガ出力端子から AD 変換器(タートル工業, TUSB-0212ADM2Z)へ計測開始用
トリガ信号を出力する。Fig.6-12 に使用した DA 変換器(インターフェイス,PCI-3305)を示
す。最後にシステム全体図を Fig.6-13 に示す。 
 
Fig.6-11 DA 変換器(インターフェイス,PCI-3305) 
 
Fig.6-12 AD 変換器(タートル工業,TUSB-0212ADM2Z) 
 
Fig.6-13 システム全体図 
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6-4 信号発生部の特性評価 
 本項ではシステム内の信号発生部において任意の周波数変調波が出力されているかを確
認する。VCO：ZX95-1900V-S+及び ZX95-988+に必要なコントロール電圧を加えた際の周
波数値を、スペクトラムアナライザを用いて確認した。また、ミキサ：ZEM-M2TMH+通
過後の差の周波数成分も同時に確認した。設定値は SPAN：10[MHz],RBW：100[kHz]であ
る。 
VCO：ZX95-1900V-S+ 
 
 
(a) Vtune=0[V] (ピーク値：1.377[GHz]) 
 
 
(b) Vtune=10[V] (ピーク値：1.701[GHz]) 
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(c) Vtune=20[V] (ピーク値：1.957[GHz]) 
Fig.6-14 スペクトラムアナライザ画像 
 
 
Table.6-3 計測結果一覧 
 
 
Fig.6-15 計測結果のグラフ 
 
Vtune[V] f[GHz] level[dBm] Vtune[V] f[GHz] level[dBm]
0 1.377 9.3 12 1.763 9.6
2 1.439 9.9 14 1.818 9.2
4 1.503 9.7 16 1.87 9
6 1.571 9.2 18 1.915 9.5
8 1.636 9.3 20 1.957 9.1
10 1.701 8.3
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VCO：ZX95-988+ 
 
 
Vtune=5[V] (ピーク値：1.039[GHz]) 
Fig.6-16 スペクトラムアナライザ画像 
 
 
Table.6-4 計測結果 
 
ミキサ：ZEM-M2TMH+通過後 
 
 
(a) Vtune=0[V] (ピーク値：0.3411[GHz]) 
Vtune[V] f[GHz] level[dBm]
5 1.039 0.5
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(b) Vtune=10[V] (ピーク値：0.6636[GHz]) 
 
 
(c) Vtune=20[V] (ピーク値：0.9168[GHz]) 
Fig.6-17 スペクトラムアナライザ画像 
 
 
Table.6-5 計測結果一覧 
Vtune[V] f[GHz] level[dBm] Vtune[V] f[GHz] level[dBm]
0 0.3411 -1.1 12 0.7206 -1.4
2 0.4049 -1 14 0.7773 -1.9
4 0.4685 -1.3 16 0.8278 -1.8
6 0.5338 -1.7 18 0.8755 -2.2
8 0.5991 -1.5 20 0.9168 -2.2
10 0.6636 -1.4
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Fig.6-18 計測結果のグラフ 
 
 Table.6-3 より VCO：ZX95-1900V-S+は、コントロール電圧として 0-20[V]を供給した場
合、1.377-1.957[GHz]の範囲で周波数が変調されることが確認できた。この値は特性表に
記載されている値とほぼ一致している。しかし、Fig.6-15 に示したように電圧と周波数の
比例関係が約 15[V]以降で崩れており直線性が悪くなっている。 
 次に Table.6-4 より VCO：ZX95-988+は、コントロール電圧として 5[V]を供給した場合、
1.039[GHz]の波形が出力されることが確認できた。この値は特性表に記載されている値と
ほぼ一致しており、VCO：ZX95-988+に関しては特に問題は見られない。 
 最後にミキサ：ZEM-M2TMH+通過後の特性だが、Table.6-5 より VCO：ZX95-1900V-S+
にコントロール電圧として 0-20[V]を供給した場合、差の周波数として 0.3411-0.9168[GHz]
の範囲で変調されることが確認できた。この値は 6-3 の初頭で述べた本レーダシステムの設
計要件である「約 300-900[MHz]間を変化する周波数変調波を使用すること」を満たしてい
る。しかし、Fig.6-18 に示した通り VCO：ZX95-1900V-S+の直線性が悪いことが原因でミ
キサ通過後でも約 15[V]以降において直線性が悪くなっている。これは最終的には距離推定
時の SN 比に関わってくる問題なので、直線性の改善が必要となる可能性がある。 
 
6-5 高周波ケーブルを用いた距離推定の評価 
 ここではレーダシステムの送受信部間に高周波ケーブルを用いた際の距離推定結果の評
価をおこなう。送受信部間に 4,6,8[m]の高周波ケーブルを繋げた際のビート信号を
Fig.6-19,20,21 に示す。 
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Fig.6-19 ケーブル：4m時のビート信号 
 
 
Fig.6-20 ケーブル：6m時のビート信号 
 
 
Fig.6-21 ケーブル：8m時のビート信号 
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Fig.6-22 距離推定結果 
 
 Fig.6-22 に各ビート信号から計算した距離推定結果を示す。この結果は各データを高周
波ケーブル：2[m]のデータを用いてキャリブレーション処理をおこなった結果となってい
る。また距離計算時、反射波を想定しているため横軸の表示値が伝達距離の半分となって
いる。そのため、ケーブル長：4,6,8[m]の結果は反射体距離：1,2,3[m]に対応している。 
 Fig.6-19,20,21 のビート信号を確認すると、ケーブルの長さと比例して周波数が高くな
るような変化が見られる。ビート周波数と伝達距離は比例するはずなので、正しい結果と
言える。また Fig.6-22 の距離推定結果でも各々対応した距離にピーク値がきていることが
確認できる。よって本レーダシステムによる位置推定は正しくおこなわれていると考えら
れる。 
 
6-6 ダイナミックレンジの評価 
 ここでは本レーダシステムのダイナミックレンジの評価をおこなう。送受信部間に可変
アッテネータを組み込み、0[dB]から 100[dB]まで 10[dB]刻みで変化させ、取り込んだデー
タから得られた距離軸におけるピーク値を出力値とし、入出力の比例関係を確認した。
Fig.6-23 に各アッテネータ値における出力波形一覧、Table.6-6 に出力値一覧、Fig.6-24 に
出力値のグラフを示す。 
71 
 
 
Fig.6-23 各アッテネータ値における出力波形一覧 
 
アッテネータ[dB] 出力[dB] アッテネータ[dB] 出力[dB] 
0 22.62 60 -21.88 
10 21.76 70 -31.79 
20 17.57 80 -41.55 
30 8.03 90 -53.01 
40 -2.07 100 -63.4 
50 -11.98   
Table.6-6 各アッテネータ値における出力値一覧 
 
 
Fig.6-24 各アッテネータ値における出力値のグラフ 
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 結果を確認すると、アッテネータの値が 20-90[dB]にかけて比例していることが分かる。
また 100[dB]ではノイズに埋もれている。つまりダイナミックレンジの下限値がノイズに埋
もれる直前あたりの値となるため正常な結果ということになる。よって本システムのダイ
ナミックレンジは約 70[dB]程度であると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
73 
 
第 7 章 リアルタイム計測実験 
 本章では第 6 章で述べた FM-CW レーダシステムを用いたリアルタイム計測実験の概要
及び反射特性計測結果についてまとめ、同時に評価をおこなう。 
 
7-1 実験概要 
 本項ではFM-CWレーダシステムを用いたリアルタイム計測実験の概要について述べる。
実験のイメージ図を Fig.7-1 に示す。使用した反射体(金属製パイプ)を Fig.7-2 に示す。 
 
Fig.7-1 実験のイメージ図(バケットの挙動) 
 
 
Fig.7-2 金属製パイプ(長さ：1.0m , 直径：4.8cm) 
 
 まず Fig.7-1 に示したように深さ：70[cm]の位置に反射体(金属製パイプ)を配置する。そ
の後アンテナの給電点から見て反射体の位置が約 60[deg]方向を向くようにバケットを配
置する。これが初期の状態である。この状態から Fig.7-1 の①→②→③のようにバケットを
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動かし、その最中の地中内をリアルタイム計測により探査をおこなった。バケットと反射
体が接触後はそのまま反射体ごと掘り出している。この挙動は掘削時の動きを再現してい
る。操縦者の方には反射体の位置を教えておき、反射体を日頃行っている動きでやりやす
いように掘り出してもらったため、バケットの初期位置以外の途中の挙動は操縦者の方次
第となっている。よって反射体方向にバケット一体型アンテナの E 面 60[deg]方向が常に向
いているわけではないことを覚えておいていただきたい。システムでは秒間 30 個のデータ
取得が可能であり、今回は 600 個分のデータを保存、つまり約 20 秒間のリアルタイム計測
をおこなった。また計測と同時に動画を撮影し、各時間におけるフィールドの状況を把握
できるようにした。Fig.7-3 に実験風景を示す。(a)に示した反射体位置の目安下に反射体が
埋まっている。 
 
   
       (a)0 秒時                 (b)4 秒時 
   
       (c)8 秒時                 (d)12 秒時 
  
       (e)16 秒時                (f)20 秒時 
Fig.7-3 実験風景 
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7-2 リアルタイム計測時における反射特性計測結果 
 ここではリアルタイム計測時における反射特性計測結果を示す。Fig.7-4(a)-(t)にかけて、
0-18 秒時における 2 秒刻みでの計測結果を各々示す。また写真は各時間でのフィールドの
状況を示している。Table.7-1 に到達予想距離を示す。 
 
直達波到達予想距離 0.19[m] 
反射波到達予想距離：0.2[m] 0.2759[m] 
反射波到達予想距離：0.3[m] 0.3551[m] 
反射波到達予想距離：0.4[m] 0.4428[m] 
反射波到達予想距離：0.5[m] 0.5349[m] 
Table.7-1 到達予想距離 
 
  
  
                (a)0 秒時                (b)2 秒時 
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                (c)4 秒時                (d)6 秒時 
 
  
 
                (e)8 秒時                (f)10 秒時 
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                (g)12 秒時(接触直後)          (h)14 秒時 
 
  
 
                (i)16 秒時                (j)18 秒時 
Fig.7-4 2 秒間隔におけるリアルタイム計測結果 
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送受信部間の距離が 0.38[m]であり、距離計算上、伝達距離を 2で割っているため 0.19[m]
あたりに直達波が到達はずである。また反射波到達予想距離に関してはアンテナ及び反射
体間の各距離における電波の伝達距離を示している。 
結果を確認すると約 0.19[m]の地点に基本的には直達波が確認できるため、予想時間と一
致している。また反射波到達予想距離より、バケットを近づけていくと 0.2759-0.5349[m]
の範囲で反射波も近づいてくるような結果が理想的だが、実際にはまばらにピーク値が現
れたりはするが、じょじょに近づいてくるような変化は見れられない。またそれらが反射
波かどうかの判断も難しいレベルである。 
 ただし、(g)12 秒時等の結果に着目すると、直達波と反射波が重なったような幅の広いピ
ークが現れている。このタイミングはちょうど反射体とバケットが接触した直後の時間に
相当するため、バケットにひっかけられた金属製パイプからの反射波が見えている可能性
がある。バケットに反射体がひっかかった場合、距離は約 20[cm]になるため、反射波の位
置も予想距離とある程度一致している。 
反射体接触前に反射波が確認できない原因として考えられることはバケット一体型アン
テナの指向性が E 面 60[deg]方向のみに偏りすぎており、その他の方向では反射波を確認す
るのが難しいことであると考えられる。Fig.7-5 にバケット挙動予測図を示す。今回のリア
ルタイム計測実験では概要でも話したがバケットの挙動としては、通常の掘削時の動きを
操縦者の方に自由に再現していただいている。よって Fig.7-5 に示したように E 面 60[deg]
方向にのみ反射体を向けたまま掘削動作をおこなうことは油圧ショベルの構造上不可能に
近いと考えられる。ましてや反射体の位置が分からないような場合ではなおさらである。
よって試作アンテナの強指向性範囲の広域化が必要であると考えられる。現アンテナでは
強指向性範囲が鋭すぎると判断し、現形状においての最適化のやり直し、もしくは新たな
形状のアンテナを検討し、強指向性範囲の広域化を目指すべきである。必要範囲としては
挙動予測から E 面上 0-60[deg]の範囲で均一な指向性特性であることが好ましい。この範囲
であればバケット操作範囲内の反射体はカバーすることが可能であると考えられる。 
 また今回のリアルタイム計測実験で問題視されるべき課題はもう 1 つ存在する。それは
計測時の安定性である。Fig.7-4 の各計測結果を確認すると出力波形の変動が大きすぎると
考えられる。特に直達波に関しては送受信部間の媒質の変化等がなければ、基本的にはほ
とんど変動しないはずであるが、かなりの変動が見られる。よってバケットを動作させる
ことで送受信部間の媒質の比誘電率が変化している可能性がある。また原因の 1 つとして
考えられることはアンテナ本体への多大な負荷である。バケットを動作させての計測なた
め、アンテナには常に負荷がかかった状態が続いている。この負荷によってアンテナ本体
の形状が変化し、特性に影響を与えている可能性も考えられる。実際に負荷がかかりすぎ
てアンテナが変形した例もある。よってアンテナ強度向上によって計測時の安定性を高め
る効果が期待できる。 
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Fig.7-5 リアルタイム計測実験時のバケット挙動予測 
 
Fig.7-6 必要指向性範囲 
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第 8 章 結論 
8-1 結論 
 本研究では、近年後を絶たず発生している地下埋設物破損事故の新しい対策として「掘
削時前方探査のためのバケット一体型地中レーダシステム」を提案している。本研究の目
的は主に 3 つ存在する。1 つ目はレーダシステムに使用する地中用アンテナの設計指針を得
ること、2 つ目はバケット一体型アンテナによる地中内探査の検証、そして最後がリアルタ
イム計測による地中内探査の検証である。以下に各章において得られた結論についてまと
める。 
第 1 章は序論であり、地下埋設物破損事故の現状及び従来の対策、本論文において新た
に提案したシステムの概要、そして研究目的等について述べた。また、アンテナに要求さ
れる条件についてもまとめた。以下に条件を示す。 
①平面アンテナ 
②指向性を有する 
③広帯域 
第 2 章では第 1 章で述べた 3 つの要件を満たすアンテナの検討を行った結果、八木・宇
田スロットアンテナを基に設計することに決定したため、スロットアンテナ、八木・宇田
アンテナ及び八木・宇田スロットアンテナの各々の概要についてまとめた。 
 第 3 章では主にシミュレーションを用いたアンテナの最適化について述べた。まず様々
なパターンのパラメータにおける周波数特性を得た。それらをカラースケールによって比
較し、アンテナのパラメータの最適化を行った。またアンテナのサイズの問題から送受信
一体型アンテナを検討し特性を確認した結果、アンテナ要件を十分満たしていたため、送
受信一体型及び分離型の双方を検討することに決定した。 
 第 4 章では最適化されたパラメータを基に試作したアンテナや計測実験で使用した計測
装置について述べた。その後、送受信一体型,分離型アンテナによる指向性計測実験及び反
射特性計測実験の結果をまとめた。送受信一体型アンテナによる指向性計測実験では、シ
ミュレーション結果と実験結果を比較した結果、各角度における周波数特性の比がほぼ一
致し、シミュレーション結果の妥当性を証明することができた。しかし、反射特性計測実
験では直達波が大きすぎるため、反射波がほとんど確認できなかった。原因は送受信部間
の距離が近すぎるためであり、この結果から送受信一体型アンテナの適用は困難と判断し、
送受信分離型アンテナの適用を検討することになった。送受信分離型アンテナの反射特性
計測実験では、送受信部間の距離が離れたこともあり、きれいな反射波を確認することが
できた。この結果から、バケット一体型アンテナ実験には送受信分離型アンテナを使用す
ることを決定した。 
 第 5 章では主にバケット一体型アンテナによる指向性計測実験及び反射特性計測実験の
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概要,実験結果についてまとめた。またバケットにアンテナを一体化させる方法や計測用ケ
ーブル等の設置方法等についても説明している。指向性計測実験ではアンテナ単体でのシ
ミュレーション結果とある程度一致する実験結果が得られた。ここで、バケット一体化時
の場合でも E 面 60[deg]方向に強指向性が向いていることを確認できた。反射特性計測実験
では、E 面 60[deg]方向に反射体が存在する場合にのみ反射波の到達を確認することができ
た。 
第 6 章ではリアルタイム計測が可能なシステムとして採用した FM-CWレーダの概要や
動作原理、試作したレーダシステムの構成や特性について述べた。システム要件として出
力する周波数変調波の周波数変化幅を約 300-900[MHz]と決定し、要件を満たすシステムを
構築した。スプリッターを用いることで位相差 90[deg]の 2 種類のビート信号を取り込み、
直交検波処理を施している。 
 第 7 章では第 6 章で述べた FM-CWレーダシステムを用いたリアルタイム計測実験の概
要及び反射特性計測結果についてまとめ、同時に評価をおこなった。結論としては反射波
形が確認しづらい結果が得られた。反射体接触時には直達波と反射波が重なり、幅の広い
ピークが確認できたが、本実験で重要なことは接触前に反射体の存在を察知することであ
るため、今回の実験結果は好ましいものではない。原因として考えられることはバケット
一体型アンテナの指向性が E 面 60[deg]方向のみに偏りすぎていることだと考えられる。バ
ケットの挙動予測からE面60[deg]方向にのみ反射体を向けたまま掘削動作をおこなうこと
は油圧ショベルの構造上不可能に近いと考えられる。よって今回のリアルタイム計測実験
では強指向性方向に反射体を捉えにくい状況であった可能性が高い。 
 
8-2 今後の課題 
試作アンテナの強指向性範囲の広域化 
 リアルタイム計測実験の結果から、普段の掘削時のバケット挙動では E 面 60[deg]方向に
反射体を捉える状況にはなりにくいことが判明した。そこで試作アンテナの強指向性範囲
の広域化が必要であると考えられる。挙動予測から E 面 0-60[deg]の範囲であればバケット
操作範囲内の反射体はカバーすることが可能であると考えられる。 
 
リアルタイム計測時の安定性向上 
 リアルタイム計測実験の結果から、計測時に出力波形が安定していないことが問題視さ
れた。バケットを動作させての計測なためアンテナには常に負荷がかかった状態が続いて
いるためアンテナ形状が変化することで不安定になっていると考えられる。よってアンテ
ナの負荷低減及び強度向上をおこない、計測時の安定性を高める必要性がある。 
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